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3日・文化の日　23日・勤労感謝の日　
（霜月）NOVEMBER

11 2026（令和8年）

◆  11 月 の 税 務 と 労 務 11月

商業登記電子証明書に「リモート署名方式」導入　商業登記電子証明書は、会社の代
表者であることを証明するための電子証明書です。今年7月、新しい利用方法として「リ
モート署名方式」が始まりました。これまでの形式よりセキュリティが向上するとともに、
スマートフォンのGビズIDアプリを用いてオンラインで電子署名を付与できます。

国　税／�10月分源泉所得税の納付� 11月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請� �

� 11月16日
国　税／�所得税予定納税額第2期分の納付�

� 11月30日
国　税／�9月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 11月30日
国　税／�12月、3月、6月決算法人の消費税等の�

中間申告（年3回の場合）� 11月30日
国　税／�3月決算法人の中間申告� 11月30日
国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告�

（年3回の場合）� 11月30日
地方税／�個人事業税第2期分の納付� �

� 都道府県の条例で定める日
※税を考える週間　11月11日〜11月17日
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個
人
所
得
課
税
に
関
す
る
令

和
８
年
度
税
制
改
正
で
は
、
物

価
高
へ
の
対
応
の
ほ
か
、〝
強

い
経
済
〟
の
実
現
に
向
け
て
、

租
税
特
別
措
置
の
適
正
化
や
、

政
策
効
果
の
強
化
の
た
め
の

様
々
な
改
正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

本
号
で
は
こ
れ
ら
の
う
ち
、「
Ｎ

Ｉ
Ｓ
Ａ
の
投
資
可
能
年
齢
の
拡

充
」「
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
拡
充

と
適
用
期
間
の
延
長
」
の
ポ
イ

ン
ト
を
み
て
い
き
ま
す
。

１　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の

投
資
可
能
年
齢
の
拡
充

⑴　

改
正
前

　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
（
少
額
投
資
非
課
税
制

度
）
は
、
平
成
26
年
１
月
に
開
始
さ

れ
た
制
度
で
、
株
式
や
証
券
投
資
信

託
取
引
で
得
た
一
定
の
利
益
を
非
課

税
と
す
る
制
度
で
す
。

　

令
和
６
年
１
月
か
ら
は
、
つ
み
た

て
投
資
枠
で
１
２
０
万
円
、
成
長
投

資
枠
で
２
４
０
万
円
を
投
資
可
能
と

す
る
な
ど
、制
度
の
抜
本
的
な
拡
充
・

恒
久
化
が
図
ら
れ
ま
し
た
。
非
課
税

保
有
限
度
額
は
１
８
０
０
万
円
（
う

ち
成
長
投
資
枠
１
２
０
０
万
円
）、

非
課
税
保
有
期
間
は
無
期
限
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

な
お
、
対
象
年
齢
は
つ
み
た
て
投

資
枠
・
成
長
投
資
枠
の
い
ず
れ
も
18

歳
以
上
に
限
定
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

⑵　

改
正
後

　

令
和
８
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
、

い
わ
ゆ
る
「
こ
ど
も
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」（
つ

み
た
て
投
資
枠
の
投
資
可
能
年
齢
の

拡
充
）
が
令
和
９
年
１
月
か
ら
ス

タ
ー
ト
し
ま
す
。

　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
数
度
の
改
正
を
経

て
、
既
に
老
後
等
に
備
え
た
十
分
な

資
産
形
成
手
段
と
な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
対
象
年
齢
が
18
歳
以
上
に

限
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
次
世

代
の
資
産
形
成
を
い
っ
そ
う
促
進

し
、
長
期
・
安
定
的
な
投
資
を
通
じ

て
大
学
進
学
な
ど
、
成
人
後
の
ラ
イ

フ
イ
ベ
ン
ト
に
伴
う
必
要
な
資
金
を

備
え
ら
れ
る
よ
う
設
け
ら
れ
た
も
の

で
す
。【
表
１
】

①　

改
正
の
内
容

　
　

つ
み
た
て
投
資
枠
に
限
り
、
０

歳
か
ら
17
歳
で
も
利
用
で
き
る

「
こ
ど
も
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」
が
新
設
さ

れ
ま
し
た
。
年
間
投
資
枠
は
60
万

円
、
非
課
税
保
有
限
度
額
は
６
０

０
万
円
ま
で
と
な
り
ま
す
。

②　

払
出
し
要
件

　
　

原
則
と
し
て
、
対
象
の
子
が
18

歳
に
な
る
ま
で
は
払
出
し
が
で
き

ま
せ
ん
が
、
学
校
の
入
学
金
又
は

教
育
費
、
生
活
費
の
支
払
の
た
め

で
あ
る
場
合
な
ど
は
、
子
が
12
歳

以
降
で
、
か
つ
払
出
し
す
る
こ
と

に
同
意
し
た
場
合
に
限
り
、
親
権

者
等
に
よ
る
払
出
し
が
可
能
に
な

り
ま
す
。

③　

子
の
年
齢
が
18
歳
に
達
し
た
場
合

　
　

年
間
投
資
枠
等
は
、
自
動
的
に

18
歳
以
上
の
制
度
に
移
行
し
ま

す
。

金融庁資料より

個人所得課税に関する個人所得課税に関する
注目の税制改正　　　注目の税制改正　　　

表１　NISA の投資可能年齢の拡充（令和９年～）
つみたて投資枠 成長投資枠こどもNISA

対象年齢 0〜17歳 18歳以上 18歳以上
年間投資枠 60万円 120万円 240万円
非課税保有
限度額 600万円 　1,800万円自動的に移行

1,200万円（内数）

投資対象商品 長期の積立・分散投資に
適した一定の投資信託

長期の積立・分散投資に
適した一定の投資信託 上場株式・投資信託等

運用管理 一定の要件※の下、
12歳以降は払出しが可 制限なし 制限なし

※�　資金の使途が子のためのものであり、子が払出しに同意したことを示す書面とともに、親権者等（口座管理者）が申出
書を金融機関に提出する。
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２　

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の

　

拡
充
・
延
長

⑴　

改
正
前

　

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
は
、
住
宅
ロ
ー

ン
を
利
用
し
て
住
宅
の
新
築
・
取
得

又
は
増
改
築
等
を
し
て
令
和
７
年
12

月
31
日
ま
で
に
入
居
し
た
場
合
、
最

大
13
年
間
、
各
年
末
の
住
宅
ロ
ー
ン

残
高
の
０
・
７
％
を
所
得
税
等
か
ら

控
除
す
る
制
度
で
す
。
19
歳
未
満
の

子
を
有
す
る
世
帯
又
は
夫
婦
の
い
ず

れ
か
が
40
歳
未
満
の
世
帯
（
子
育
て

世
帯
等
）
が
新
築
住
宅
を
購
入
し
た

場
合
、
住
宅
の
種
類
に
応
じ
て
、
購

入
に
係
る
借
入
金
の
限
度
額
が
５
０

０
万
円
又
は
１
０
０
０
万
円
上
乗
せ

さ
れ
て
い
ま
す
。

⑵　

改
正
後

　

控
除
の
適
用
期
限
を
５
年
間
延
長

し
て
令
和
12
年
12
月
31
日
ま
で
と
し

た
ほ
か
、
次
の
項
目
に
つ
い
て
改
正

が
行
わ
れ
ま
し
た
。【
表
２
】

①　

子
育
て
世
帯
等
へ
の
上
乗
せ
措
置

　
　

子
育
て
世
帯
等
へ
の
借
入
金
限

度
額
の
上
乗
せ
措
置
が
、
省
エ
ネ

基
準
適
合
以
上
の
既
存
住
宅
も
適

用
可
能
と
な
り
ま
し
た
。

②　

質
の
高
い
既
存
住
宅

３　

ま
と
め

　

こ
の
ほ
か
、
暗
号
資
産
の
分
離
課

税
化
、
セ
ル
フ
メ
デ
ィ
ケ
ー
シ
ョ
ン

税
制
の
拡
充
、
防
衛
特
別
所
得
税
の

創
設
な
ど
、
く
ら
し
に
関
係
す
る
税

制
に
つ
い
て
様
々
な
改
正
が
行
わ
れ

　
　

省
エ
ネ
基
準
適
合
以
上
の
既
存

住
宅
の
控
除
期
間
が
13
年
間
に
拡

充
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
既
存
住

宅
の
う
ち
、
省
エ
ネ
性
能
が
高
い

認
定
住
宅
（
長
期
優
良
・
低
炭
素

住
宅
）・
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
省
エ
ネ
住

宅
に
係
る
借
入
限
度
額
が
３
５
０

０
万
円
（
改
正
前
３
０
０
０
万

円
）に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

③　

省
エ
ネ
基
準
適
合
住
宅

　
　

Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
の
基
準
引
上
げ
に

よ
り
令
和
12
年
度
以
降
、
省
エ
ネ

基
準
適
合
住
宅
は
新
築
で
き
な
く

な
る
こ
と
か
ら
、
同
住
宅（
新
築
）

に
係
る
借
入
限
度
額
を
２
０
０
０

万
円
に
見
直
し
た
上
、
令
和
10
年

以
降
は
適
用
対
象
外
と
な
り
ま
し

た
（
令
和
９
年
末
ま
で
に
建
築
確

認
を
受
け
た
も
の
を
除
く
）。

④　

床
面
積
要
件

　
　

合
計
所
得
金
額
が
１
０
０
０
万

円
以
下
の
場
合
に
40
㎡
以
上
と
さ

れ
て
い
る
特
例
の
適
用
範
囲
が
既

存
住
宅
に
も
拡
充
さ
れ
ま
し
た
。

た
だ
し
、
合
計
所
得
金
額
１
０
０

０
万
円
超
の
方
と
子
育
て
世
帯
等

の
上
乗
せ
措
置
利
用
者
は
50
㎡
以

上
と
な
る
た
め
、
子
育
て
世
帯
等

は
床
面
積
の
特
例
と
上
乗
せ
措
置

と
の
選
択
適
用
と
な
り
ま
す
。

て
い
ま
す
。
年
末
調
整
や
確
定
申
告

の
際
は
、
改
正
の
有
無
に
十
分
注
意

し
て
く
だ
さ
い
。

【参考資料】
財務省

パンフレット
「令和８年度�
税制改正」

表２　住宅ローン控除の拡充・延長
控除率：0.7%� 国土交通省資料より

R8 R9 R10 R11 R12

借
入
限
度
額
・
控
除
期
間

長期優良住宅・
低炭素住宅　　

新築

既存

ZEH水準
省エネ住宅注２

新築

既存

省エネ基準
適合住宅注３

新築

既存

その他住宅
新築

既存

所得要件 2,000万円

床面積要件 40㎡以上（ただし、所得1,000万円超の者及び子育
て世帯等への上乗せ措置利用者は50㎡以上）

立地要件
（R10年以降入居分から）土砂災害等の災害レッドゾー
ンの新築住宅は適用対象外（建替え・既存住宅・リ
フォームは適用対象）

注１　借入限度額のカッコ内は、子育て世帯等に適用される借入限度額
　２�　ZEH 水準省エネ住宅：日本住宅性能表示基準の断熱等性能等級（断熱等級）
5以上かつ一次エネルギー消費量等級（エネルギー等級）6以上の住宅

　３　省エネ基準適合住宅：断熱等級 4以上かつエネルギー等級 4以上の住宅
　４　R9年末までに建築確認を受けたもの等は 2,000 万円× 10 年

4,500万円（5,000万円注1）×13年

3,500万円（4,500万円）×13年

3,500万円（4,500万円）×13年

3,500万円（4,500万円）×13年

2,000万円（3,000万円）×13年 ー（支援対象外）注４

ー（支援対象外）

2,000万円×10年

2,000万円（3,000万円）×13年
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花
子
さ
ん
は
、
今
年
10
月
３
日
に

夫
が
死
亡
後
、
夫
が
支
給
を
受
け
る

予
定
で
あ
っ
た
８
月
・
９
月
分
（
支

給
予
定
日
は
10
月
15
日
）
の
国
民
年

金
を
請
求
し
て
受
け
取
り
ま
し
た
。

こ
の
未
支
給
年
金
は
、
夫
が
健
在

だ
っ
た
と
き
の
年
金
な
の
で
、
相
続

財
産
に
な
る
と
考
え
る
方
が
多
い
で

す
が
、
ど
う
で
し
ょ
う
か
。

　

未
支
給
年
金
は
、
被
相
続
人
の
遺

族
が
、
法
令
に
よ
り
未
支
給
年
金
を

自
己
の
固
有
の
権
利
（
そ
の
者
の
権

利
）と
し
て
請
求
す
る
も
の
で
あ
り
、

被
相
続
人
の
死
亡
に
係
る
相
続
税
の

課
税
対
象
に
は
な
り
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
遺
族
が
支
給
を
受
け
た
未

支
給
年
金
は
支
給
を
受
け
た
人
の
一

時
所
得
（
所
得
税
）
に
該
当
し
ま
す
。

ま
た
、
厚
生
年
金
や
国
民
年
金
な
ど

を
受
給
し
て
い
た
人
が
死
亡
し
た
と

き
に
、
遺
族
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る

遺
族
年
金
は
、
原
則
と
し
て
所
得
税

も
相
続
税
も
課
税
さ
れ
ま
せ
ん
。

　共働きの妻の出産費用を夫が支払いまし
た。妻に収入があっても生計を一にし、夫
が妻の医療費を支払ったら、夫が医療費控
除を受けられます。ところで、妻が勤務す
る会社の互助会から出産費の補填として給
付金を受領した場合、この給付金は夫の医
療費から差し引く必要があるでしょうか。
　健康保険や生命保険だけでなく、任意の
互助組織から医療費の補填を目的として支
払を受ける給付金も、医療費控除の計算上、
支払った医療費から控除すべき補填金等に
含まれます。また、医療費を補填する保険
金等は、その保険金等の支払を受ける者が
医療費を支払った者でない場合であっても、
医療費の補填を目的として支払を受ける保
険金等である限り、医療費を補填する保険
金等に該当します。したがって、夫が支払っ
た医療費（出産費用）から妻が受領した給
付金を差し引く必要があります。

KEY WORDKEY WORD  ��   
夫の医療費控除で妻が受領し夫の医療費控除で妻が受領し
た給付金はどうする？た給付金はどうする？

■□□□□
　令和9年1月から適用される「防衛
特別所得税」の税率は、次のうちどれ
でしょうか？
①　１％
②　２％
③　３％

【解説】 �
　最近、ニュースなどでよく話題になる「防
衛特別所得税」です。言葉の響きから「新
しい税金が増えるのではないか」と不安に
感じる方も多いかもしれません。
　防衛特別所得税は、日本が防衛力を強化
するための財源を安定的に確保する目的で
設けられた新しい税で、個人の所得税に一
定割合が上乗せされるものです。税額は、
基準所得税額に対して1％を課税する方式
で計算されます。課税期間は令和9年以後

の「当分の間」とされ、申告・納付・源泉
徴収などの手続きは、これまでの復興特別
所得税の手続きと同様です。
　現在、東日本大震災の復興財源として所
得税に2.1％が上乗せされている「復興特
別所得税」があります。防衛特別所得税の
導入にあたり、復興特別所得税の税率を
1.1％に引き下げ、その差額に相当する１％
を防衛特別所得税として課税する形です。
これにより、短期的には税負担は変わりま
せんが、復興特別所得税の課税期間は、当
初の令和19年までから令和29年までに延
長され、長期的な負担総額は増加します。
　なお、防衛力強化に係る財源確保のため
の税制措置は、所得税以外にも法人税とた
ばこ税が対象です。防衛特別法人税は令和
8年4月1日以後に開始する事業年度から、
基準法人税額に対して税率4％を付加、た
ばこ税は令和9年4月から1本あたり1.5
円が段階的に引上げになります。
�  正解は、①１％でした。
� （出典：国税庁ホームページ）
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